
地方公共団体は「初期費用ゼロ」

で導入可能

地域脱炭素化・水素社会実現に向けた取組への支援①

要望内容

１．(１)ＰＰＡによる公共施設への太陽光発電導入の推進に係る補助制度の創設

１．(２)太陽光パネルのリユース促進に係る技術的支援 【環境省】

２．「水力発電導入促進支援事業」の規模要件（50ｋＷ以上）の撤廃 【経済産業省】

３．「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」制度に係る支援対象エリアの拡大 【経済産業省】

【高圧電力（業務・産業用）
における2025年平均単価】
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【現状：公共施設への

太陽光ＰＰＡ導入の検討】

（単位：円/kWh）



財政支援によるＰＰＡ電力単価への影響
【全国平均と近畿の比較】

国庫等による初期投資支援

（ＰＰＡ方式への財政支援）が鍵！

採算性を高め、ＰＰＡ事業者の参画を促進し、

公共施設への太陽光発電導入拡大と脱炭素社会の実現へ

全国平均
24.0円/kWh

財政的支援なし 財政的支援あり単価

近畿
21.3円/kWh

【要望】
イニシャルコストの
一部に対する財政支援

ランニングコスト
（保守・点検費など）

イニシャルコスト
（部材・工事費など）

ランニングコスト
（保守・点検費など）

イニシャルコスト
（部材・工事費など）



太陽光パネルのリユース促進に係る技術的支援



＜取 組＞

■ 意欲的な複数の市町村・事業者と連携し、事業実施可能
性の検討と実施に向けた課題の洗い出しなどを実施。

◼ また、令和８年度に、国の補助制度に先行して、導入可
能性調査や設備整備に対する県独自の補助制度を創設。

地域脱炭素化・水素社会実現に向けた取組への支援②

要望内容

現状・取組

２．小水力発電の導入促進

＜現状・課題＞

◼ 水力が豊富な南部東部山間地域では、大手電力会社等に
よる大規模な開発が既に行われている。また、50kW以上
の出力の場合、送電網の接続に一定の制約があり、発電
施設を設置することは困難。

◼ 50kW未満の小規模な小水力発電のポテンシャルが複数の
地点で見込めるものの、導入に向けては事業性評価に
必要な調査・設計等の初期費用の負担が大きい。

（環境省「再生可能エネルギー情報提供
システム［REPOS（リーポス）］」より作成

市町村 主体 水源 令和８年度事業予定

天川村 村 簡易水道 事業スキームを検討中

御杖村 村 ２河川 流量調査・事業性評価等

川上村
民間 河川 地元調整後、設計・工事予定

民間 ２河川 地元調整・基本調査

五條市 民間 １河川 地元調整後、設計・工事予定

【県南部東部地域における小水力発電の検討状況（抽出）】

【奈良県の中小水力導入ポテンシャルと水力発電所】
（1,000kW以上）

国
補助金
２／３

（2,666千円）

県
補助金
１／６

（667千円）

市町村
負担
１／６

（667千円）

県
補助金
１／２

（2,000千円）

市町村
負担
１／２

（2,000千円）

国
補助金
１／２

（2,000千円）

県
補助金
１／４

（1,000千円）

事業者
負担
１／４

（1,000千円）

県
補助金
１／２

（2,000千円）

事業者
負担
１／２

（2,000千円）

【導入可能性調査の費用負担イメージ（50kW未満）】

１）民間：A社の事例（事業費4,000千円）

現行ベース

２）自治体：Ｂ村の事例（事業費4,000千円）

要望ベース

現行ベース

要望ベース

１．(１)ＰＰＡによる公共施設への太陽光発電導入の推進に係る補助制度の創設

１．(２)太陽光パネルのリユース促進に係る技術的支援 【環境省】

２．「水力発電導入促進支援事業」の規模要件（50ｋＷ以上）の撤廃 【経済産業省】

３．「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」制度に係る支援対象エリアの拡大 【経済産業省】



地域脱炭素化・水素社会実現に向けた取組への支援③

要望内容

現状・取組

３．運輸分野における水素関連インフラの整備推進

＜現状・課題＞

◼ 「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」
制度では、水素関連インフラが中核地方公共団体に
集中し、それ以外の地域においては既存インフラの
撤退が懸念される。

■ 三大工業地帯を結ぶエリアに位置する奈良県や滋賀
県などは、物流に係る交通量が多く、水素インフラ
の新規整備は必須。

＜取 組＞

◼ 近畿圏を水素利活用推進の広域的なエリアと捉え、
検討・協働を進めていくべきと近畿ブロック知事会
議で提言し、近隣府県と連携を強化。

◼令和８年度は、準中核地方公共団体への申請を見据
え、県内の輸送事業者等へのヒアリング調査などを
行い、水素需要を取りまとめる予定。

全国
順位

都道府県
平均交通量※

（台/日）

1 埼玉県 26,669

2 神奈川県 26,500

3 滋賀県 22,675

4 静岡県 21,159

5 愛知県 19,113

6 東京都 18,157

7 奈良県 15,954

8 大阪府 15,445

9 栃木県 14,903

10 三重県 13,462

11 兵庫県 11,786

12 群馬県 10,617

13 山口県 10,550

14 千葉県 10,395

15 福岡県 10,201

【高速道路における大型車の24時間平均】

出典：令和３年度全国道路・街路交通情勢調査

※高速道路の交通量調査単位区間毎の平均値重点

地域については、経済産業省への聞き取りを元に

作成

【第１回燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域と中核地方公共団体】

【針ＩＣ（奈良県）、吹田ＪＣＴ（大阪府）の大型車走行台数（台/日）】

：中核地方公共団体 ：重点地域

大型車走行台数は、

名神高速道路及び

名阪国道はほぼ同数

１．(１)ＰＰＡによる公共施設への太陽光発電導入の推進に係る補助制度の創設

１．(２)太陽光パネルのリユース促進に係る技術的支援 【環境省】

２．「水力発電導入促進支援事業」の規模要件（50ｋＷ以上）の撤廃 【経済産業省】

３．「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」制度に係る支援対象エリアの拡大 【経済産業省】


